











































































































上記のような広告を排除す る方法として、大石は規制を位 置づけ る。望 まし くない広 告を規制
（排除）す ることに より、 消費者と生産者を経済力や専門知識などにおいて対等な立場にたたせる
（対等な立場に近づけ る、 とい うべきところであろ うが［筆者注］） とい う論理 である。 した がっ
て、広告 規制の目的は、消費者の立場を情報面 （専門知識といいかえてもよい）において生産者と
対等、もし くは対等に近づけ るためということになる。 もっとも、広告を規制 する法律は数多いが、
消費者保護基本法を除けば、「そ の多くは企業 が自由で公正な競争を維持するこ とに よって、 間接
的には消費者保護につながるとい う法律であった」17）とい う指摘もしている。
八巻俊雄 ・梶山皓18)は広告規制を自主規制 と法規制の二つに分け、そ れぞれの規制 の根 拠ない し
目的を説明している。法規制が行なわれる目的は①企業 の自由競争を促すため、②直接、 消費者の
利益を守るため、 ③行政上の諸目的を実施す る一 環として、の3 つを指摘してい る19）。自主規制は、
社会倫理、道義、習慣などの基準から自主的に行うものとしている20)。そして 「自主 規制 のなかに
は、『自主』とは名ばか力で、実は政府の行政指導に従っているものもある。・……なぜ広告 規制をし





た うえで 「しかし具体的に何を もってこれらの基準を具備しているとみるかは、 明らかな虚偽・誇
大や公序良俗に反するものを除いては、（中略）なかなかむずかしい問題である。政府、広告主、媒
体、広告会社あるいは消費者の間で意見が異なることは珍しくない。 またこうした規制 の基準自体



















































































































































































































）平松毅 「広告宣伝と消費者情報Jin 平松、井上、田上『半U例・事例で まなぶ消費 者法』有斐 閣、1994 、p.l22.28
）同書、p.l22.29









（1995 年12 月7 日受 理）
